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大分県における働き方改革の取組

□大分県働き方改革推進会議の設置 （ 平成２８年１２月１３日 ）

会議構成（委員１４名うち女性６名）
■経営者（１０名） ： 経済団体代表、女性経営者等 ■労働者（２名） ： 連合会長、IT企業女性社員
■有識者（ ２名） ： 大学教授、社会保険労務士

□おおいた働き方改革共同宣言 （ 平成２９年８月１７日 ）
～誰もが意欲と能力に応じていきいきと活躍できる大分県を目指して～

２．年次有給休暇取得率 ７０％以上 （H32）
大分県５３．７％ 全国４８．７％ （H28）

３．男性の育児休業取得率 １３％以上 （H32）
大分県６．０％ 全国３．１６％ （H28）

４．25歳～44歳女性の就業率 ７７％以上 （H34）
大分県７１．７％ 全国７１．６％ （H24）

１．一般労働者の年間総実労働時間
全国平均以下 （H32）
大分県２０３５．２H 全国２０２４．４H （H28）
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一般労働者の年間総実労働時間数 ※５人以上の事業所

目標

※２～４は、国の「仕事と生活の調和推進のための行動指針」の数値目標

と同じ。
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大分県内の先進事例

□ 株式会社日豊ケアサービス

所在地：豊後高田市 事業内容：介護事業
従業員数：１１０名

■柔軟な就労形態
◇年次有給休暇が時間単位で取得可能
◇ライフスタイルの変化に対応できるよう、正社員・
短時間正社員・パート社員への転換制度あり

■定年延長・再雇用制度
◇定年を引き上げ、高齢職員の活躍の場を創出
再雇用により最大７１歳まで就労可能

■職場復帰しやすい環境づくり
◇育児休業は２歳まで取得可能
◇相談窓口があり復帰まで支援

◇保育費の一部補助あり
◇育児休業取得率 女性100％
離職率２８％（Ｈ１９）→ １２．７％（Ｈ２８）

■県内唯一の「プラチナくるみん」認定企業

□ 社会医療法人敬和会 大分岡病院

所在地：大分市 事業内容：医療・福祉
従業員数：１１２４名

■長時間労働削減・休暇取得促進
◇超過勤務時間数を5.4％、超過勤務手当額を3.3％
（約146万円）削減。 （2015年10月～2016年9月対前年同期比）
削減額は賞与として職員へ還元。

◇会議時間は原則30分とし、勤務時間内に実施
◇年次有給休暇取得率
2015年 70.9％ （対前年比4.2％アップ）

■女性の活躍促進・両立支援
◇管理職への登用割合 女性47％
◇育児休業取得率 女性100％
◇育児短時間勤務利用者割合 78％

■ダイバーシティ
◇2016年「敬和会ダイバーシティセンター」設立
・女性の能力活躍・障がいのある人々・LGBT・
国際的人材育成への支援等
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（参考）大分県の働き方改革推進施策

■働き方改革推進リーダー
養成講座

ワーク・ライフ・バランスの推進に
必要な知識や具体的な取組み、実
践スキルを身につけた企業内リー
ダーを養成

内容：３回１コース
場所：県内2カ所（宇佐市、大分市）
対象者：経営者、人事労務担当者
定員：30社✕2カ所＝60社

■アドバイザー派遣

企業へ専門家（社会保険労務士）
を派遣し、労働条件や雇用環境の
整備などの指導・助言を行う他、社
内研修会等を実施

派遣回数：25社×2回＝50回

■ワーク・ライフ・バランス
推進優良企業表彰

だれもが働きやすい職場環境づく
りに取り組み優れた成果が認めら
れる企業を表彰し、その好事例を広
くＰＲ

■先進事例のPR

企業の先進事例等を紹介するパ
ンフレットを作成し、広くワーク・ライ
フ・バランスの普及を促進

■おおいた子育て応援団
「しごと子育てサポート企業」
認証

次世代法に基づく一般事業主
行動計画の策定を促進

（H29.７末現在976社）
認証企業を県ＨＰ等で紹介

■九州・山口地域連携ワーク・
ライフ・バランス推進事業

ワーク・ライフ・バランスの認知度
向上及び男性の働き方や家事・育
児に対する意識改革に取り組み、
働きやすい環境づくりを推進

企業への普及・啓発
企業の自主的な取組
を加速

企業の個別課題の
解決を支援

優良企業の取組を
評価・PR

□商工労働部が所管する補助金の一部の採択基準に「働き方改革への取組」を追加し加点
【加点対象】 ・おおいたワーク・ライフ・バランス推進優良企業表彰受賞 ・くるみん認定及びプラチナくるみん認定

・ しごと子育てサポート企業認証

□働き方改革等推進特別融資の新設
【融資対象者】 雇用及び労働環境等の「働き方改革」関連や、各事業分野での優れた実績・取組等に関連して、表彰・認定等を受けた方
【対象となる表彰・認定等】 ・えるぼし認定 ・くるみん認定 ・ユースエール認定 ・おおいたワーク・ライフ・バランス推進優良企業表彰等

働き方改革に取り組む企業への支援策
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①小規模事業者に配慮した働き方改革の
推進

②生産性向上のためのノウハウの不足

③人手不足

中小企業・小規模事業者の課題
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中小企業・小規模事業者の課題

①小規模事業者に配慮した働き方改革の推進

■小規模事業者は目の前の業務に追われ、 働き
方改革に取り組む余裕がなく、どのように取り組
めばよいかも分からない（県内企業）
■小規模事業者は特に人材の確保に苦しんでい
る。小規模事業者の働き方改革が進まないと、
更に人材が確保できないという悪循環に陥って
しまう（有識者）

□県内全事業所のうち、従業員２０人
未満の事業所が９割超

□小規模事業者ほど労働時間が長い

一般労働者の年間総実労働時間数
（５人以上と３０人以上の事業所の比較）

（厚生労働省 毎月勤労統計調査）

１．小規模事業者に配慮した十分な準備
期間の確保（改正法施行期日の配慮）

【政府への要望】

６



◆商工団体の体制強化～役割の変化と増加～

単発的な記帳や税務指導（点）から、事業計画の策定や着実な実施を支援
する「伴走型」の支援（面）へ ※経営発達支援計画の認定商工団体数の増加

大分県では、地方交付税措置以上に予算措置を行い、経営指導員の取組
を支援しているが、職員数を増やすまでの財政措置は困難。（下図参照）

H１８年度 H２９年度

９１者 １０６者

1．働き方改革推進のための経営指導員等にかかる地方交付税措置の拡充

【ポイント２】

小規模事業者にかかる経営指導体制の強化が必要

（商工団体分）

（百万円）

（百万円）

（人）

（商工団体分）

・経営計画に基づく総合的な経営マネジメント等、小規模事業者に寄り
添った支援を行っている地域の商工団体が、「働き方改革」も含めて
伴走型で支援

【課題への対応】

【今後の方向性】
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中小企業・小規模事業者の課題

【ポイント１】

◆経営指導員を取り巻く環境変化、業務量増への
対応が急務

◆「働き方改革」を小規模事業者に浸透させる
には、商工団体の経営指導員による支援が重要

変化

（中企庁調査 平成29年2月）
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（単位：％）【最も役に立った支援機関】

【経営指導員等１人あたり会員数】

■小規模事業者が働き方改革を進めるのは難しい
規模、業種等状況に合わせたきめ細やかな指導が必要
会員と接点のある経営指導員による支援が必要であり、
労働局等が指導員に対して働き方改革のノウハウを研修
して欲しい（経済団体幹部）

【小規模事業者持続化補助金支援件数】
H２６年度 H２７年度 H２８年度

２７６件 ５６６件 １,０３６件

増加

【政府への要望】
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中小企業・小規模事業者の課題

②生産性向上のためのノウハウの不足

大分県の労働生産性は全国３７位

■小規模事業者の「働き方改革」には生産性
の向上が必要（経済団体）

■長時間労働の是正と生産性向上にどう取り
組めばいいのか分からない（経済団体）

■生産性向上にはＩＴ化が有効だが、中小企業
にとっては難しい（有識者）

１．中小企業・小規模事業者の生産性向上に向けた
取組支援の強化
・ものづくり補助金等の生産性向上に資する補
助制度の継続・強化
・現場の改善活動支援等の企業のニーズを踏
まえた専門家派遣の強化

労働生産性の推移

（出所 ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム）

【政府への要望】

労働生産性（企業単位）2012年
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中小企業・小規模事業者の課題

③人手不足

（企業の声）
■働き方改革に取り組む以前に人手が
足りない

■人手が足りず、受注増への対応が難
しい

■ＩＴ人材、システムエンジニアの不足が
深刻

■若者は、都市圏や大企業に目が向き
がちだが、県内企業の魅力をもっと
知ってほしい

H29年6月分有効求人倍率（就業地別）
１.５５倍 （過去最高値 ）

不足

やや

不足

適正

やや過

剰

県内企業における従業員の過不足感

平成２９年４～５月に大分県経営者協会が会員
企業を対象に実施した調査では、従業員が「不足」
「やや不足」と回答した企業の割合は６４．３％。
前年の５５．０％から約１０ポイントも上昇。

（大分県経営者協会調）

（50.5）

（33.7）

（13.8）

（2.0）
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■本県出身者で平成28年３月に福岡県内の大学・
短大を卒業して就職した方の総数は919人

■就職時にＵターンする方は274人(29.8％)に止ま
り、７割を超える方が県外に流出している状況

本県出身者の福岡県内大学・短大卒業後の
就職地域（平成28年３月卒）

県内高校出身者の進学先
（平成28年４月大学・短大入学状況）

■平成28年４月に大学・短大に入学した県内高
校出身者の進学先は、県内が最多で32.3％、
次いで福岡県24.5％、その他九州14.5％、
関東10.3％、近畿8.0％、中国7.2％

【今後の取組・課題】
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九州
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九州圏

外 386

（総数919）

（29.8）

（28.2）

（42.0）

（大分県商工労働部雇用労働政策課調）

（文部科学省「平成28年度学校基本調査」）

（単位：人、％）（単位：人、％）

１．大学進学や就職をきっかけに県外に流出した
若者のＵターン対策（情報発信や県外就職イベ
ントの開催等）への財政支援の拡充

中小企業・小規模事業者の課題
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